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(1) ヘラー他著富田武訳『欲求に対する独裁』岩波書店， 1984年， 45ページ。









































































































(8) 大崎平八郎編『社会主義経済論』有斐閣， 1983年， 137-138ページ。
(9) 藤田勇著『社会主義社会論』東大出版会， 1980年， 90ページ。































(11) CM., C08emcKuit pa60喧uit ynpa8/lflem npOU380ðcm80M, npO中田店aT， 1984, CTp. 48-49. 
(12) H. BaHKoB, M. TypHaBa, Pa38umue t?pM U Memo?8 npU8/le抑制fl mpy?lUJUXCfl K ynpa8・
/leflUlO npOu380ðcm80M, 3KoHoMHKa, 1979, CTp. 33-34 ; Teopufl ynpa8/leflUfl Co勾ua/lU芯mu哩ecκUM
npOU380ðcm80M, 3KoHoMHKa, 1983, CTp.257. そしてこのような整理は『経済学辞典』でも踏襲さ
れている。 8KOflOMUKa U opzaflu3al{ufl npoU380ðcmBOM, CJIOBapb, 3KoHoMHKa, 1983, CTp. 245-
246 (C. CaBHH 執筆〉。













この nn口C の起源は附年代に生まれた生産協議会・委員会にもとめられ27; ただしそれ
が旧ソ連邦の企業のなかに広く普及しはじめたのは1958年以降で、ある。すなわち，党中央委員
会12回総会(1957年〉の決定をうけて B日cnc第 9 回総会が 1 月に生産協議会の組織形態の変
更問題を検討し，その結果，生産協議会が(幅広い権限を与えられて) 1958年から「常設」機
関へと転化したのであった。






そしてその後， nn口C は1973年 6 月 18 日に採択された「常設生産協議会規定J によって「新
しい段階」にはいったのだ。
以下の行論では， (，規定」に従って，口江口C の組織構造・その運営・活動内容・権利につ
いてまとめ，その制度上の内容を確認する作業を通して〉この口且口C が，参加形態の 1 っと
(α15の) CM. , CO~U仰a.llbliωt却oe acneκmbt ynpaω淑'.Ileli仰Ufl応， 3Kω仰oωHOMHKa弘， 1印98剖1 ， CT叩p. 64. また「代表制社会的自主
管理機関」として評価されたこともある (CM. ， B. Me.D;Be.D;eB, Ynpa8.1leliue co勾ua.llucmu切'C1CU.M
npou380?m80.M: np06.1le.Mbt meopuu u npalCmulCu， 日OJIHTH3.D;aT， 1983, CTp. 221)。
(16) Co~ua.lluCmU'leClCUU mpy?80u 1C0.ll.lle，κmU8・飽JlClibtUifJalCmop ifJop.MUp08aliufl 1i080Z0 喧e.l108elClCa，
BHlu;a llIKOJIa, 1984, CTp. 160. 
(17) llpOu380?m8eliliafl ?flme.lbliOCmb pa6o'lezo lC.Ilacca CCCP 8 pa38umo.M CO~. 06U{ecmoe, JIry, 
1983, CTp. 112. 生産協議会のはじまりについては，富森牧子稿「ソヴェトにおける生産協議会の創
出過程~ (W経済学研究』第22巻第 3 号)， 1972年，を参照。
(18) B. Me.D;Be.D;eB, YlCa3 CO弔.， CTp. 221. 
(19) CM., JI. llpaHHU;blHa, Y'lacmue pa60uux 8 ynpa8.1leliUU npOU380ðcm80.M, MbICJIb, 1981 , CTp. 
13-15. 




























































日且口C の日常の活動は 5 ----25 名から成る幹部会によっておこなわれるが， 重要な問題は，
「規定」によれば，必要に応じて(ただし，最低 3 カ月に 1 回以上〉開催される会議において，






拘束できる(できた〉のであろうか? これは n.llnc の決定や勧告の法的効力の問題である。
この点， í規定J (第 7 条〉では，企業の管理部に，口.llnc の決定や提案の具体的な遂行を組
織化し，必要な場合には，それに関して命令を出すとともに，その遂行について n.ll口C の会
議に報告すること，が義務づけられていると同時に，企業の指導者と口江口C の決定に不一致
(22) y.切cmue mpy?8blx KO.ll.lle•κmU808 8 ynpa8.1leflUU npOU380ðCmBO.M, Mry, 1980, CTp. 37. 
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4H6HCOB の解釈に従えば，日江口C の規定によれば，日且口C の基本目的は，経営実践(生産管
理〉ではなく，労働者に経営技能を教育し，創造的イニシアティブを発達さぜ，生産競争に引






ぎのような 5a如OB 等の提案がある。 In.unc の権威を高めるためには……その決定に義務的
な効力を付与しなければならない。……現在やるべきことは……今日まで積み重ねられてきた
実設を承認することだ〉と。これは(たとえば， 1 表のような〉日加C の提案の80%前後が，
管理部によって遂行されてきているという事実を踏まえての提案と思われる。とすれば，
口.unc は予想以上に機能していたので、ある。上述の提案はまさしくそのような事実の反映で
(23) Ta.M :JICe, CTp. 46-47. 
(24) Ta.M :JICe, CTp. 49-50. 
(25) H. Ba賞KOB， M. TypHaBa, YlCa3. co吃， CTp. 57-58. 
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表 1 n且口C の提案数と管理部が実行に移した提案の数(単位: 1000) 
年 日且口C の提案数 管理部(絶が対実数行にと移割合した〉提案
1959年 2690.3 2084.8(77.5%) 
1960年 2315.6 1801. 3(77. 8%) 
1961年 1978.6 1492.2(75.4%) 
1962年 1848.2 1369.7(74.1%) 
1963年 1594.2 1202.8(75.5%) 
1964年 1588.6 1208.4(76.1%) 
1965年 1500.3 1171. 1(78. 1%) 
59-65年 13515.7 10330.3(76.4%) 
1966年 1473.7 1162.2(78.9%) 
1967年 1502.2 1164.3(77.5%) 
1968年 1502.7 1183.2(78.7%) 
1969年 1566.2 1242.1(79.3%) 
1970年 1695.9 1345.9(79.4%) 
66ー70年 7740.7 6097.7(78.8%) 
1971年 1727.4 1386.9(80.3%) 
1972年 1786.1 1440.0(80.8%) 
1973年 1654.4 1354.6(81. 9%) 
1974年 1443.8 1186.7(82.2%) 
1975年 1403.0 1143.1(81. 5%) 
71-75年 8014.9 6515.3(81. 3%) 
59-75年 29271. 3 22943.3(78.4%) 














(26) [JpOu3oo?moeHHoe ca.MoynpaO.lleflUe, HayKa, 1989, CTp. 5. 































(28) Ta.M :J/Ce. CTp. 3. 
(29) C. lIlKypKo, A. CHMaKoB, Cooem mpy?8ozo KOJlJleKmU8a, MOCKOBCKH鼠 pa60明白，~1989 ， CTp. 
3. 
(30) 自主管理の他の 1 つの柱である企業長選挙については，加藤志津子稿「ベレストロイカのもとでの
国有企業における管理当選挙制の帰趨J， (W経営論集』第39巻 3 ・ 4 号)， 1992年，を参照。
(31) 3κo IiO.Mu'tecκ'afl CO勾UaJlOZUfl U nepecmpouKa, Ilporpecc, 1989, CTp. 129. 




















して) 1"事実上 新議1 され，企業の経済的社会的発達計画草案が労働集団の検討を経なけ
れば上級機関に提案されなくなったこと(第 6 条)， またそこでの決定が企業の管理部を拘束
すること(第20条，第21条)， などがそれで、あり，その限りにおいて「自主管理」への途が拡







自主管理機関としてのCTKの創設であり， A. MHJIIOKOB の評価に従えば， 1"自主管理発達の
新しい歩みがCTKの創設」であったのだ。
(33) CM. , Tpy?80U KOJl.leKmU8 U nporþco/O抑制 opzaHU3af{Ufl， llPOIþH3.n:aT, 1985, CTp. 24-25. 
(34) C. lIlKypKo, A. CHMaKoB, YKa3. CO弔.， CTp. 82. 
(35) 長砂実稿「ソ連における『真の社会主義的自主管理lJ (W大阪経大論集~ 162 ・ 163号)， 19ページ。
(36) この点，マスレンニコフも， I労働集団は……市民を……管理へ引き入れる最も重要な遇具の 1 つ
であるJ，との理解しか示していない (CM. ，B. MaCJIeHHHKOB, Tpy?80U KOJl.leKmU8 U ezo KOHcmｭ
umyf{UOHHbIU cmamyc, HayKa, 1984, CTp. 3)。
(37) 固有企業法によれば， I労働集団は，管理部とともに，企業管理の主要な主体の 1 つである。J (Caｭ
.Moynpa8.1leHue: Om meopuu K npaKmuKe, IOpH瓦・ JIHT. ， 1988, CTp. 115.) 
(38) A. MHJIIOKOB，“OCHOBHoe 玄03HHCTBeHHoe 3BeHO B CHCTeMe yrrpaBJIeHHH 9KOHOMHKO負，" <<Bonpｭ
































(39) ~ソ連共産党第27回大会資料集』ありえす書房， 1986年， 67-68ページ。ただし，一部の研究者(た
とえば， グラシヴィリ〉は，すでに1982年に， CTKの必要性を指摘していた (CM・， 6. KypaIIIBI1-
JII1，“focy.瓦apCTBeHHoe ynpaBJIeHI1e HapO)lHMM 玄03.HI1CTBOM，" (<Co8emc1Coe 'locy?pcm8o U npa80)), 
1982, N2 6, CTp. 45. 
(40) C. lllKypKO, A. CI1MaKOB, Y1Ca3. CO唱.， CTp. 3-4. 
(41) Ta.M :JICe, CTp. 5. 
(42) í企業の自主管理の発達ではなく，企業における自主管理の発達について述べることが正しいであ











(出典) A. 凹eBQyK， Pe，併op.Ma ynpaO.lleHUH, BeJIOpYCb, 






















(43) これは， <<31COHO.MU'ieC1CaH za3emω 地 28， 1987に掲載されている。またこの法律の意義そして問
題点が， <<Bonpocbl 31COHO.MU印}}， 1987，地 4， CTp. 54-91.にて検討されている。
(44) X03paC'iem u ca.Moynpao.leHue mpy?oozo 1CO/l/le1CmUOa, npo中H3.ll:ar， 1988, CTp. 85. 
(45) E. TopKaHoBcKH丸“Co6CTBeHHOCTb H caMoynpaBJIeHHe TpY.l:OBOrO KOJIneKTHBa九 <<BonpoCbt

















互作用を保障する機関である o 本稿では，主として，山KypKO の問題意識に依拠しマ:CTK
の存在意義を，企業の管理部との関連のもとで，まとめることになる。
あらゆる管理システムにおいて管理するものの意思を実現するために一定の組織形態がっく













(46) CM. , C. 日lKypKo， A. CWMaKoB, yiκa3. co吃.， CTp. 79-84. 
(47) Ta.M JlCe, CTp. 82-83. 
(48) Ta.M JlCe, CTp. 85. 






















































企業長と CTKの関係は， lllKypKO によれば，上述のように整理されるが，その実態はかな
り複雑で、あり，様々なCTKがそれぞれの環境のもとで独自な活動を展開していった。ただし
それらの活動はいくつかのタイプに分類されるのであり， r 1 つの」方向が支配的なものとなっ












(51) 石堂清倫訳『社会主義的民主主義』三一書房， 1974年， 350ページ。
(52) A. MHJIIOKOB, YKa3, CO't., CTp. 57. 




てのCTKJ (モテツレ c)。この場合， CTKは戦略的問題だけでなく戦術的な諸問題についても責任あ
る決定をおこない，管理部には業務上の諸問題の決定のみを残しておくことになる。
かくして，旧ソ連邦における CTKの活動の実態を分析した研究が示すところによれば，制
度として，モデル a が志向されていたにもかかわらず，現実には，多くの場合，モデル b ある
いはそれに近いものが実現されていたにすぎなかったことがわかる。 CTKの役割は，基本的
には，最終的な意思決定ではなく，諸問題に関して意見を述べたり提案したりすることにおわ

















する所有形態に関わりなく，独立採算制原則にもとづいて活動する。J (第 1 条第 1 項) これ
は(前述のような〉所有形態の多様化を前提にしたものであり，これによって，特に，既存の
固有企業の改組が法的に保障されることになった。
この法律の第 2 条企業の種類 (Blf瓦〉では， 旧ソ連邦における企業としてつぎのものが規定されてい
(54) TaM JlCe, CTp. 131. 
(55) C. lllKypKo, A. ClfMaKoB, YKa3. CO't., cTp.79. 
(56) <<3KolwMuKa U JlCU3Hb)), 1990， 地 25. 1990年に公布された「所有法」そして「企業法」は，大江
































明確に云えば，企業評議会の構成員として労働集団と企業資産所有者は 1 対 1 の対等の権限を
(57) r プラウダjJ 1989年， 12月 1 日号。
(58) 岡田進稿「社会主義再考jJ (r 日ソ経済調査資料J1) 1993年11月号， 28ページ。
(59) これについては，溝端佐登史訳「株式会社および有限会社規則J (r 日ソ経済調査資料jJ 1990年 9 月
号〉を参照。
(60) I労働集団による生産管理の客観的基盤は生産手段に対する社会主義的な社会的所有である。この
事実が…・・・国民生産の主人公へと転化させるのだJ (l苧OU380ðcm8eJu-we caMoynpa8.1leHUe, CTp. 29.) 
(61) I 自主管理原理は我々の国家制の内部で発達している。 J (H. CepOIIITaH H 江py. ， Cou,ua.llOZUfl 
mpyða, Y.屯e6Hoe noco6ue, OCHoBa, 1990, CTp. 98.) 














(63) 村口信夫稿「ソ連における企業管理構造の変化J (W社会主義経済研究~ 17号)， 110-111ページ。
(64) 3. Py.n:bIK, OpOH3BO瓦CTBeHHaH .n:eMOKpaTH冗: 3HaqeHHe 3arra瓦Horo orrbITa .n:.nH CCCP, <flpo6-
.Ile.Mbl meopuu u npa1CmU1cu ynpaB.Ilelluu, 1991, N! 5 ・ 6 ， CTp. 121-122. 
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